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令和５年度 三島市議会経済建設委員会視察報告書 

１ 視察日程 

令和５年８月２日（水）～４日（金） 

 

２ 視察先及び調査事項 

（１）京都府 京都市 

   空き家対策について 

（２）大阪府 大東市 

   morineki（北条まちづくりプロジェクト）について 

（３）兵庫県 尼崎市 

   あま咲きコインについて 

 

３ 視察参加委員 

  委 員 長  村田 耕一 

    副委員長  宮下 知朗 

  委  員  秋山 恭亮 

  委  員  永田 裕二 

  委  員  河野 月江 

  委  員  古長谷 稔 

  委  員  甲斐 幸博 

 

４ 報告内容 

  次のとおり 
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【視察地ごとの報告】 

１ 視察先 京都府京都市 

２ 調査事項 空き家対策について 

（１）概要 

全国では空き家数、空き家率ともに増加しているが、京都市における平成

２５年と平成３０年の数値を比べると空き家数で８，２９０戸減少、空き家

率で１．１ポイント減少している。平成２６年に京都市空き家等の活用、適

正管理等に関する条例を施行させ、平成２７年には国の空き家等対策推進に

関する特別措置法が施行された。令和４年には非居住住宅利活用促進税条例

を制定し、令和８年度以降導入予定であり、その発生予防策も用意している。 

特別措置法で規定のない緊急安全措置等や法の対象外の長屋の一部空き住

戸等の対応を条例に基づいて行っている。令和３年度の勧告命令件数は全国

の市町村で最多件数であり着実に実施されている状況である。 

また、地域の空き家相談員制度で２５４名の相談員に無料相談することが

でき、相談員一覧リストがホームページで公開されている。ほかに空き家活

用流通支援専門家派遣制度があり、建物の状態やアドバイスを記載した所見

書を送付し今後について検討しやすくしている。 

さらに、職員が指導業務に専念できる体制を構築するため、現地調査は行

政書士会に業務委託し、所有者調査は司法書士会に業務委託し、空き家パト

ロールはシルバー人材センターに委託している。全体としてとても緻密にす

べきことを着実に行っており結果が出ているのもわかる。さらに課税対策と

して、管理不全状態の空き家を目的とした固定資産税の住宅用地特例を解除

することと、空き家発生防止や流通・利活用促進を目的とした非居住住宅利

活用促進税を導入することを区別している。 

（２）所感 

  （村田委員長）平成２７年の特別措置法施行前の平成２６年に空き家条例を施

行していて法の足りない部分を条例で補い対応している。令和３年度は法に基

づく勧告命令件数は全国の市町村で最多件数である。当市でも条例の制定と勧

告命令を細かく実施していく必要があると感じた。 
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（宮下副委員長）平成２６年４月の条例施行以降、空き家の適正管理、発生予

防、活用、跡地活用を総合的に推進する。特に民間を活用した「地域の空き家

相談員」制度、安全・防犯・景観等の配慮から取り組む管理不全空き家対策は

参考にしたい。また、令和８年以降課税予定である非居住住宅促進税の効果は

今後注視していきたい。 

（秋山委員）空き家の所有者が自力で空き家を利活用し流通できるようにする

よう強く助成しているように感じた。また、空き家相談員を配置し伴走するこ

とで、空き家のリノベーションを完遂しやすくしている。また空き家新税に関

しては、非常にメッセージ性の高い税であり、価値の高い空き家を無駄に保有

せず、流通や利用することを促している。令和８年導入ということなので注意

深く見守りたい。 

（永田委員）建築士・司法書士・行政書士といった専門家と連携した各種対策

が、多様な事情を抱えた空き家を減少させている。新税の課税については、賛

否が分かれると思われるが、課税を予定していること自体も、空き家の減少を

促進していると感じた。 

（河野委員） 課題解決の手法については、まちの背景や特徴の違いを超え実

に学ぶべき点があった。発生予防～活用の段階での、不動産業者の協力による

相談制度充実や、活用目的を明確にした「活用・流通支援等補助金」は、当市

にも生かすことができる。 

（古長谷委員）条例を制定し、補助金を創設し、相談員制度を導入し、専門家

派遣も可能とし、さらに令和８年度から、新たな税金を導入する。三島市の７，

０００軒を超す空き家を流通させるには、京都市並みの危機意識が必要と痛感

させられた。 

（甲斐委員）空き家が管理されずに放置されると、まちの活力低下につながり、

まちづくりを進めるうえで大きな課題となる。空家特措法と空き家条例の関係

では、勧告、命令の件数としては、令和３年度実績として、全国の市町村で最

多件数とのことで素晴らしい成果であると感じた。 
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【視察地ごとの報告】 

１ 視察先 大阪府大東市 

２ 調査事項 morineki（北条まちづくりプロジェクト）について 

（１）概要 

大阪府大東市は、大東市公民連携基本計画において、能動的なまちづくり

によりまちへの矜持を再構築するために、「自分でつくったまちに住む」を開

発理念とし、大東に住み、働き、楽しむ、ココロとカラダが健康になれるま

ちを目指している。 

この計画のリードプロジェクトである「北条まちづくりプロジェクト」は、

次世代につながる住宅地域の再生をはかるために、エリアに点在する公的資

産を活用して一体的、段階的にエリア開発を進めるものである。「morineki

プロジェクト」はそのスタートアップ事業として、市営飯盛園第二住宅の跡

地に、全国で初めてＰＰＰ手法を用いて、借上げ公営住宅・民間賃貸住宅の

住宅棟、生活利便施設等の整備を行うものである。 

効果として、新たな企業２社の進出（株式会社ノースオブジェクト、株式

会社ソトアソ）により、新たな経済活動

の創出、雇用促進につながっている。 

ＰＰＰ手法を用いた公民連携事業の実

施により全体事業期間の短縮を実現し、

従来の基本設計・実施設計・建設工事を

民間企業がワンパッケージで実施するこ

とにより大幅にスケジュールを短縮した。

これまでの画一的な仕様ではなく、木造を活用することにより、デザイン性

の向上と共に後期短縮も実現している。 

<総事業期間短縮による効果> 

・耐震性がない住宅からの入居者の早

期の安全性確保の実現。 

・従前入居者の仮移転期間中の心理的

負担の軽減。 
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・仮移転先の民間賃貸住宅の家賃負担の軽減。 

（２）所感 

  （村田委員長）ＰＰＰ方式での全国初の市営住宅建て替え事業である。いわゆ

る公営住宅と全く違うもので５０年定期借地、上物は民間に任せ、住宅もエリ

アも変革をもたらし得るものだと感じました。一方、民間に任せすぎると市民

の声が届きにくくなるのではないか、住宅確保支援の要素が薄くなっているよ

うにも感じました。 

（宮下副委員長）立地条件よりも当該エリアにどのような魅力や価値を創造し

ていくか、官民双方が熱意を持って連携し実現した取組。今後更なる本市の魅

力・価値向上に資する好事例と考えるが、中長期的な効果を今後注視する必要

性を感じる。 

（秋山委員）住みたくなるような団地づくり、街づくりのヒントになった。単

なる官民連携ではなくＰＰＰを活用して管理運営まで行っているところが非常

に興味深い。三島の街中リノベーションもＰＰＰの手法を取り入れて推進して

いくということを検討しても良いかと感じる。 

（永田委員）ＰＰＰ手法での成功事例。有能で信頼できる（元市役所職員が経

営）ＰＰＰエージェントの貢献が大きいと感じた。 

変化が激しく多様化する市民ニーズに対し、民間以上の柔軟性で対応するため

には、現在の一般的には前例踏襲的、平準的になりがちな行政を変化させるＰ

ＰＰ手法を採用すべきだと感じた。 

（河野委員）老朽化した市営住宅建替えとエリア全体のリノベーションの一体

的推進で、従来の入居者のニーズに応えつつ、若い層の居住者・利用者を獲得

し街を持続させていくとりくみであった。ＰＰＰにおける公の介在の在り方に

課題も見受けられた。 

（古長谷委員）新しいコンセプトで創るユニークな木造市営住宅は、国内初の

ＰＰＰ（公民連携）事例。岩手県の「オガール」に出向して学んだ女性市職員

が、退職して舵取り企業の社長として就任。三島市でも、人気がない市営住宅

の将来の建て替え時に、検討が必要と感じた。 

（甲斐委員）市営飯盛園第２住宅の建て替えを契機とした、全国で初めてのＰ
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ＰＰ手法を用いた公民連携事業を大東市では行っている。エリア一帯の価値を

高めていくことを、主な目的とした事業であり、市が公園、民間事業者が賃貸

住宅、商業施設などを整備するなど、しっかりと分担している、素晴らしい取

り組みだと感じた。 
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【視察地ごとの報告】 

１ 視察先 兵庫県尼崎市 

２ 調査事項 あま咲きコインについて 

（１）概要 

あま咲きコインは尼崎市独自の地域通貨で、専用アプリやカードを利用し、

市内取り扱い加盟店で１ポイント＝１円で利用できるキャッシュレス決済サ

ービスである。チャージすることにより、繰り返しの利用を可能とする。ま

た、健康づくり・ボランティア活動・ＳＤＧｓにつながる事業などに参加し

たり対象物品を購入したりすると、

その事業に応じて設定されたあま

咲きコインを取得することができ

る。貯めたポイントを市内取扱店

で買い物に利用することで、尼崎

市内の経済の活性化につなげるこ

とができる。 
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（事業の効果） 

プロポーザルによって業者選定さ

れたトラストバンクの「Chiika」を利

用することにより、初期費用は０円に

抑えられている。ランニングコストと

して約４，０００万円計上されている。

市内経済の活性化が目的のため、市外

の人の利用も促進している。スタート

した令和２年頃は加盟店も少なく、利便性が低いというクレームもあったが、

加盟店が１，２５８件となった令和４年以降はそのようなクレームもなく、

自然に加盟店・利用者が増えている。 

現在は加盟店の決済手数料は無料で運用しているが、事業の恒久的な継続

のため、将来的には有料化を考えている。 

     加盟店舗数   利用者数 

R２年度   ４６９件   22,557 人 

R３年度   ９１３件   59,937 人 

R４年度 １，２５８件   104,495 人 

 

 

（２）所感 

  （村田委員長）市内と市外の方も使用できる地域通貨である。プレミアム期間

はポイント付与がなされ魅力的でチャージする以外に健康づくりやボランティ

アに参加するとポイントがたまる。一方で使用可能店舗が１，０００店あまり

で使用が少し限定される感じがあるが、全国的に地域通貨は広がりを見せてお

り検討していきたい。 

（宮下副委員長）市域経済対策として開始した同制度の利用者・加盟店は年々

増加傾向であり、意見を伺い利便性向上に努めていることが成果に直結してい

ると感じる。ＳＤＧｓポイント付与による市民福祉の向上も期待され、今後の

参考としたい。 



9 

 

（秋山委員）地域通貨は地元経済の活性化、消費行動の地元への囲い込みに効

果がある。このあま咲きコインは既にあるトラストバンクのChiikaのシステム

を使うことで初期投資を抑え、使いやすく継続できる工夫がある。三島におい

ても、地域振興券・助成金の配布等に利用できると思われる。伊豆ファン倶楽

部との絡みも含め、検討していきたい。 

（永田委員）多様な行政サービスへの誘導や、イベントでの集客、市内経済の

活性化などメリットは大きい。事業初期の利用者や加盟店の獲得には、地道な

営業や、プレミアム付加等のコストなど必要であると感じた。今後は、手数料

を設定しても事業継続できるかが課題か。 

（河野委員） 「ポイント付与による経済的支援」「市内での消費喚起による

経済活性化」「ＳＤＧｓ活動への市民の参画」の３つの歯車が、利用者と加盟

店の増加に伴って噛み合いバランスよく回り始めている取組であった。商業の

規模にもよるとも感じた。 

（古長谷委員）「あま咲きコイン」の想像以上の将来性に驚いた。あらゆる行

政サービスに誘因として活用可能で、得られたポイントは地元商店街振興に直

結。御殿場市のＧコインも含めて全国で３０市町が導入済みで、三島市でも導

入検討が必要と感じた。 

（甲斐委員）あま咲きコインを使うことで、地元のお店やサービスがにぎわい、

「同じものを買うなら尼崎で」「近所のお店で使えるから」という地元愛を形

にしていく、すばらしい取組と感じた。加盟店数が令和２年度で４６９店だっ

たのが令和４年度には１，２５８店となり、利用者数も、令和２年度で２２，

５５７人だったのが令和４年度には１０４，４９５人になるなど、担当者がし

っかりと成果を出していると感じた。 

 


